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　農業構造動態調査は、農業を
取り巻く諸情勢が著しく変化す
る中で、５年ごとに実施する農
林業センサス実施年以外の毎年
の農業構造の実態及びその変化
を明らかにするために行われて
いる。今回は、平成26年「農業
構造動態調査」からみた農業経
営体の構造変化について紹介す
る。
　農業経営体別に見てみると、
平成26年は、25年と比較して4
万2900経営体減の147万1200経
営体（前年比97.2％）となっ
た。内訳は、家族労働を中心と
した家族経営体が143万9000経
営体（同97.1％）、農業法人な
どの組織経営体が3万2100経営
体（同101.3％）となってい
る。家族経営体は引き続き減少
傾向で推移しているものの、組
織経営体は微増傾向が続いてお
り、その中でも、法人化した経
営体（1万8900経営体（同
103.8％））の増加率が高く、
法人化の進展がうかがわれる。
　作物別に販売農家数の推移を
見てみると、農業全体では、25
年と比較して26年は1,298.7千
戸（前年比97.0％）となってい
る。このうち、野菜の販売農家
は118.7千戸（同97.6％）と
なっており（露地野菜：74千
戸、施設野菜：44.7千戸）、専
業農家の割合が高い野菜販売農
家であっても、農家の高齢化や
担い手の減少の影響を受けてい
ることが分かる。
　このように、野菜農家も構造
変化が進んでおり、今後とも消
費者に安定的に野菜を供給して
いくためには、野菜農家におい
ても、機械化や担い手への農地
の集約化を通じた収益性の向
上、法人化をさらに進めて、野
菜農業が農業者にとって魅力あ
るセクターとしていくことが、
ますます重要になってくると思
われる。 資料：農林水産省「平成26年 農業構造動態調査」

19%

43% 41%
51%

40%

65%

49%

81%

57% 59%
49%

60%

35%

51%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

稲作 畑作 露地野菜 施設野菜 果樹類 酪農 肉用牛

販売農家別専兼業別農家数の割合（26年）

兼業農家 専業農家

1,648

1,586
1,533

1,482
1,439

31.0

31.5

31.2

31.7

32.1

17.1

17.8

17.8

18.2

18.9

16.0

16.5

17.0

17.5

18.0

18.5

19.0

19.5

1,300

1,350

1,400

1,450

1,500

1,550

1,600

1,650

1,700

平成22 23 24 25 26

（千経営体）

（年）

組織経営体 家族経営体 組織経営体のうち法人経営体

1,618

1,564

1,514

1,471

1,679
（千経営体）

農業経営体の推移（全国）
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